様式第１号（第６条関係）


	

(注)この用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とすること。
　　


香川県知事　　　　　　様５年度
受付印

	　　　　　　かがわスマートハウス促進事業補助金交付申請書
かがわスマートハウス促進事業補助金交付要綱第６条の規定により、下記のとおり申請します。
1.申請情報　　　　　　　　　　　※以下、該当する「□」に「✔」を記載ください
	

(1)　申　請　者
	申請日
	令和　　
	
	年
	
	月
	
	日
	※発送日を記入

	
	申請者区分
	☐ 個人  ☐ 個人事業主  ☐ 法人  ☐ 区分所有法に規定する管理者

	
	申請方法
	☐ 申請者本人　 ☐ 手続代行者

	
	郵便番号
	〒　　　－　　　　

	
	住　所
	


	
	
	※個人の場合は、住民票に記載された住所をお書きください。

	
	名　前
	

	
	
	※個人の場合は、住民票の表記とおりに記載ください。

	
	電話番号
	

	(2)補助対象
	対象区分
	☐ 太陽光発電システム（既築のみ）  ☐ ＺＥＨ            
☐ 蓄電システム（既築、新築の場合はZEHのみ）
☐ Ｖ２Ｈシステム

	
	補助金申請額
	,０００円（千円未満切捨て）

	
	（内訳）
	太陽光発電ｼｽﾃﾑ
	,０００円
	ＺＥＨ
	,０００円

	
	
	蓄電ｼｽﾃﾑ
	,０００円
	Ｖ２Ｈｼｽﾃﾑ
	,０００円

	(3)設置
場所
	建築区分
	☐ 新築 ☐ 既築 ☐ 建売
	住居形態
	☐ 戸建   ☐ 集合住宅

	
	設置予定住所
	☐ 申請者住所と同じ　 ☐ その他（下記に記載）

	
	郵便番号
	〒　　　－　　

	
	住所
	香川県

	(4)手続代行者
	申請方法が「手続代行者」の場合、下記に記載する者に当補助金申請の手続行為を委任します。　※申請者本人が申請する場合は記載不要。

	
	会社名/支店・営業所名
	

	
	代表者名
	

	
	実務担当者名
	
	担当者電話番号
	

	
	※手続代行をする場合、「手続代行者連絡票」（別記様式第１号）を提出ください。
　過年度に手続代行した場合も提出が必要です。



〇 仮住まい等で(1)の申請者住所と異なる住所に交付決定通知書の送付を希望する場合は下記に記入
〒　　　－　　　　　


2.太陽光発電システム概要　　　　　　
	太陽電池の公称最大出力
	．　　kW（小数点２桁未満は切捨て）

	ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅの台数
	　　　　台　　　※台数に応じて、下記の①～③を記載ください

	定格出力
	1. 
	kW
	1. 
	kW
	1. 
	　　　kW

	増設の有無
	☐　増設なし　　☐　増設あり（既設分　〇〇.〇〇 kW）

	補助対象経費（税込）
	円


※太陽電池の補助金額は1kWあたり1.3万円となります（上限5万円）

3.ＺＥＨ概要
（１）補助対象システム
再生可能エネルギー発電設備（太陽光発電システム等）を設置した場合は、⑤について必ず記載
ください。
ただし、再生可能エネルギー発電設備が自己所有以外（PPA,リースなど）の場合は、⑤の対象と
なりませんので、➀～④のいずれかを記載ください。
	
	金額

	①高断熱外皮
	円

	②空調設備
	円

	③給湯設備（燃料電池を除く）
	円

	④換気設備
	円

	⑤再生可能エネルギー発電設備
	円

	合計
	円


※合計金額については、補助金額以上になるように記載ください。
※定額20万円が補助金額となります（補助対象経費が20万円未満の場合は補助対象経費が補助
金額。）ただし下記（２）の加算要件に該当する場合は、5万円を加算します。

（２）加算要件
加算要件に該当する場合は、必ず記載ください。
	加算要件（該当する場合☑）
※該当する場合は、５万円を加算します。
	□子育て世帯又は若者夫婦世帯
（令和５年４月１日時点で18歳未満の子を有する世帯又は令和５年４月１日時点で夫婦のいずれかが39歳以下である世帯）
□複数世帯同居仕様（キッチン、浴室、トイレ、玄関のうちいずれか２つ以上が複数個所）
※重複して加算することはできません（加算上限５万円）



（３）再生可能エネルギー発電設備概要
（１）で⑤に金額を記載した場合は、必ず記載ください。
	再生可能エネルギー
発電設備
	☐太陽光発電設備　→※詳細を以下で記入してください。
☐その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	太陽電池の公称最大出力
	．　　kW（小数点２桁未満は切捨て）

	ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅの台数
	　　　台　　　※台数に応じて、下記の①～③を記載ください

	定格出力
	①
	　　　　　kW
	②
	　　　　　kW
	③
	　　　　　kW



[bookmark: _GoBack]4.蓄電システム概要　
	設置
機器
	メーカー名
	
	ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型番
	

	
	蓄電容量
	．　　kWh

	①設備費(ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型番一式)
	円

	②その他経費（工事費等）
	円

	③小計（税抜）
	円

	④合計（税込）
	円

	太陽光発電システムの設置方式について
	☐ 自己所有 ☐ 自己所有以外（PPA、リースなど）


※①設備費（ﾊﾟｯｹｰｼﾞ型番一式）の価格（税抜）の1/10が補助金額となります（上限10万円）

5.Ｖ２Ｈシステム概要　
	設置
機器
	メーカー名
	
	型式
	

	補助対象経費（税込）
	円

	太陽光発電システムの設置方式について
	☐ 自己所有 ☐ 自己所有以外（PPA、リースなど）


※定額10万円が補助金額となります（補助対象経費が10万円未満の場合は補助対象経費が補助金額）

6.重要事項確認　※必ず申請者本人が内容を確認し、同意した上で、全ての欄に「✔」ください
　　　　　　　　
	
	重要事項
	ﾁｪｯｸ欄

	1
	補助対象システムの設置を予定する建物等に申請者以外の所有者はありません。又は、他に所有者がある場合は、設置についての承諾を受けています。
	

	2
	補助対象システムの設置等に係る工事は未着工で、交付決定日より前に工事着手（建売の場合は建物引渡し）は行いません。また、ZEHを含め、新たに太陽光発電システムの設置等を行う場合においては、交付決定日より前に電力需給の開始を行いません。
	

	3
	交付決定通知書は、申請者あてに送付されることを理解しました。
	

	4
	補助対象年度内（3月31日が土日の場合は営業日内）までに実績報告書の提出ができない場合、補助金の交付を受けられないことを理解しました。
	

	5
	補助対象システムが太陽光発電設備（ZEHの場合も含む）であり、補助対象年度内に電力需給契約を締結することができない場合、補助金の交付を受けられないことを理解しました。
	

	6
	申請者は、暴力団、暴力団員又は暴力団もしくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者に該当しません。
	

	7
	補助対象システムの設置場所（受給地点）は住居(店舗等との兼用を含む)です。既設の太陽光発電システム又はＺＥＨに蓄電システム又はＶ２Ｈシステムを設置する場合、電力受給契約書に記載の受給地点と住民票又は登記簿謄本に記載の住所は同じ場所です。
	

	8
	概要書に記入した補助対象システム設置予定場所と提出した契約書等に記載されたシステム設置場所は同じ場所です。また、システム設置場所に関する記載のない契約書等は、契約者の住所として記載してある場所にシステムの設置等を行います。
	

	9
	補助金の申請にあたり、J-クレジット制度に基づく県が運営・管理する「かがわスマートグリーン・バンク（太陽光発電）」に入会することを理解しました（入会要件を満たす場合）。
	



(注)この用紙の大きさは日本産業規格Ａ４とすること。
　　

